
独立行政法人における
随意契約の見直し状況について

（中間とりまとめ）

平成１９年１１月２日

総務省行政管理局

資料１－１



平成18年３月 行政管理局長通知

随意契約の基準の策定・公表、一定額以上の随意契約（理由を含む）の公表について、各府省を通じて独立行政法人に

要請

平成19年２月・５月 行政管理局長・行政評価局長通知

・国における随意契約の見直しの取組を踏まえ、一般競争入札の導入・範囲拡大や契約の見直し、情報公開等を通じた

業務運営の一層の効率化を図るよう、各府省を通じて独立行政法人に要請

・競争契約及び随意契約の件数、金額、予定価格等、随意契約によることとした理由、随意契約締結先の同一所管公益

法人における法人出身役職員数等を把握・公表し、各府省において事後評価を行うよう要請
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１．これまでの取組

本年８月に閣議決定された「独立行政法人整理合理化計画の策定に係る基本方針」に沿って、年内を目途に策定する「独立

行政法人整理合理化計画」の一環として、全ての法人について「随意契約見直し計画」を策定・公表予定

独立行政法人整理合理化計画の策定に向けた基本方針（平成19年８月10日閣議決定）（抜粋）

Ⅰ．横断的視点
２．運営の徹底した効率化（独立行政法人の効率化）
（３）随意契約の見直し
国における随意契約の見直しの取組を踏まえ、独立行政法人の契約は、原則として一般競争入札等（競争入札及び企

画競争・公募をいい、競争性のない随意契約は含まない。以下同じ。）によることとし、その導入、範囲拡大等を図るため、
① 随意契約の限度額等、随意契約によることができる基準について、国に準じたものとすることができないか、
② 平成18年度に締結した随意契約について、①による見直し後の基準に基づき、一般競争入札等に移行できないか、
との観点で見直しを行い、各法人ごとに「随意契約見直し計画」を策定するものとする。同計画の策定に当たっては、各法

人の事後評価における指摘も反映することとし、その内容を「独立行政法人整理合理化計画」に盛り込んだ上で、各法人の
契約については、可能なものから順次一般競争入札等に移行するものとする。

（２）基本方針策定後

（１）基本方針策定までの取組



政府において随意契約の点検・見直しを実施し、この結果、競争性のない随意契約の契約全体
に占める割合は、見直し前の46％（金額ベース及び件数）から見直し後は17％（金額ベース）及び
14％（件数ベース）になる見込み。

国における随意契約の見直しについて

平成17年２月 随意契約によることとした理由等の公表を徹底
平成18年２月～３月 所管公益法人等と平成17年度に締結した随意契約について、緊急点検・

見直しを実施
平成18年６月 上記の結果を公表
平成18年９月～12月 所管公益法人等以外の者と平成17年度に締結した随意契約についても、

同様の見直しを実施
平成19年１月 上記の結果を、前年６月に公表した結果と併せて公表
平成19年10月 国、独立行政法人等における随意契約の適正化の更なる推進について

内閣総理大臣から指示

【参考】
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○ 経緯

○ 見直しの対象とした随意契約
【契約年度】
平成17年度
【随意契約によることができる限度額等の基準】
委託契約：100万円以上、物品購入：160万円以上、工事：250万円以上 等

【契約に係る情報の公表に係る基準】
上記と同額（支出原因契約のみ設定）

【公表項目】
競争契約及び随意契約の件数、金額、随意契約によることとした理由、
随意契約締結先の所管公益法人における再就職の役員の数 等



応募者が
多数の場
合

価格競争

OR
総合評価

OR
企画競争
に移行

契 約方式の整理

○競争入札
（価格競争・総合評価）
⇒参加資格や技術的
水準等を満たす不特
定多数・特定多数の
者による競争

○競争性のある随意契約
（企画競争・公募）
⇒特定多数・不特定多数
の者による競争
（例）
・広報ポスター
・調査研究

○競争的でない随意契約
⇒相手先を特定して相対
で契約
（例）
・貨幣製造
・電気、ガスの供給

競
争
性
の
あ
る
契
約
方
式

競
争
入
札

随
意
契
約

要件を
満たす
応募者
が一者
の場合

契約

公募総合評価 企画競争価格競争

提案要求書等作成

公募
（行政目的、必要とする技
術・性能等を明示）

提案要求書等作成

企画案募集

企画書提出

企画書審査

最も優れた企画書

の提案を行った者

を選定し、見積書を
徴取

契約

仕様書作成

（総合評価のため
の評価項目・評価
基準の作成）

入札公告

（評価項目・評価基
準を入札公告とあ
わせて明示）

入札

開札

落札者決定

（評価値の最も高
い者）

契約

仕様書作成

入札公告

入札

開札

落札者決定

（最低の価格を入
札した者）

契約

競争性のある随意契約競争入札
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随意契約によることができる限度額等の基準
⇒ 全法人において、平成21年度までに国と

同額の基準に設定予定

契約に係る情報の公表に係る基準
⇒ 全法人において、平成21年度までに国と

同額の基準に設定予定

（１）基準の見直し

（２）平成18年度に締結した随意契約の見直し
・競争性のない随意契約１兆円のうち、約0.6兆円（約6割）を一般競争入札等に計画的に移行
・競争入札を含む契約のうち、競争性のない随意契約は金額で46.6％から18.7％、件数で63.5％
から17.6％に減少（平成19年10月末現在の暫定値。現在精査中）

競争性のない随意契約
１兆172億円
（６万4,097件）

一般競争入札・
指名競争入札

8,635億円
（２万5,824件）

競争性のない随意契約
4,083億円（1万7,727件）

金額
▲6,089億円減
（59.9％減）

件数
▲46,370件
（72.3％減）

一般競争入札・
指名競争入札
１兆3,505億円
（６万3,938件）企画競争・公募

3,001億円（１万1,059件）

企画競争・公募
4,217億円（１万9,315件）

○本部及び支店の事務所賃借料
３１８億円

○電気、ガス、水道等の供給
２１８億円

○ロケット、衛星等の主契約企
業・製造企業以外では実施できな
い業務及びその関連業務

２５２億円
○保存血液等の購入

４９億円

※更に前倒しできないか、現在調整中。
※公表項目については、現在精査中。

（注）契約件数及び契約金額は、平
成18年度に締結した支出原因契
約（国の定める少額随意契約（委
託契約の場合100万円未満等）は
除く）。

【見直し前】 【見直し後】

２．見直しの状況

※更に前倒しできないか、現在調整中。



（３）見直しの具体的内容
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◎ 競争的手続の導入により改善することとした主なもの

○ 研究開発、調査研究等の技術的要素等の評価が重要である
ため、価格のみで評価できない委託契約等については、総合評
価による一般競争入札や企画競争・公募に移行

９６８億円

○ 事業実施に必要な体制、高度な技術等、複数の用件を総合的
に判断し、当該契約の相手方が唯一であるとしていたものについ
て、総合評価による一般競争入札や企画競争・公募等に移行

７６４億円

○ 施設、物品、ソフトウェア等の購入と不可分な関係にあるとして
いた保守点検業務等について、競争性のある契約が導入できる
業務等については企画競争・公募等に移行

２４５億円

○ 専門的な知識を必要とするデータベース整理、印刷業務など
の補助的な業務の委託契約については、仕様を明らかにする
ことにより一般競争入札等に移行

１８０億円

○ リース契約等の複数年を前提とした契約については、初年度
のみならず、次年度以降も含めて評価した一般競争入札等に
移行

９８億円

少額随意契約の限度額を国と同額の基準（※）に引き下げる

ことに伴い競争性のある契約への移行
２２２億円

（※委託契約：100万円以上、物品購入：160万円以上等）

◎ 競争性のない随意契約によることがやむを得ないと
している主なもの

《競争性のない随意契約》

○その場所でないと業務の目的が達し得ないとの理由
から、供給者が特定されるもの（本部及び支店の事務
所賃借料等）

３１８億円

○電気、ガス、水道等の供給（供給元が一社しかないもの）
２１８億円

○後納郵便料金 ５億円

○その他

ロケット、衛星等の主契約企業・製造企業以外では
実施できない業務及びその関連業務

２５２億円

日本赤十字社から保存血液等の購入 ４９億円

※ 引き続き、各府省において精査中。



【各府省】

・ 所管する独立行政法人に対し、「随意契約見直し計画」を踏まえた各法人における取組状況をホームペー

ジに公表し、フォローアップを行うよう要請。

【総務省行政管理局】

・ 各府省を通じて、各独立行政法人における取組状況を把握するための統計を取りまとめて公表。

【評価委員会】

・ 国の随意契約について第三者機関による監視を行うことを踏まえ、各府省の独立行政法人評価委員会

は、各独立行政法人の「随意契約見直し計画」の実施状況について、厳格な事後評価を実施するとともに、

総務省の政策評価・独立行政法人評価委員会においても２次評価を実施し、これらの結果を公表。
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３．今後の取組
（１）「随意契約見直し計画」策定に向けた取組

（３）「随意契約見直し計画」の着実な実施のための取組

各府省を通じて「随意契約見直し計画」案を更に精査

（２）「独立行政法人整理合理化計画」における記載事項

「独立行政法人整理合理化計画」には、以下の事項を記載

・ 独立行政法人の契約は原則として一般競争入札等によること

・ 特に、企画競争・公募を行う場合には、真に競争性・透明性が確保される方法とすること

・ 各府省は、所管する独立行政法人に対し、国の取組を踏まえて 「随意契約見直し計画」を着実に実施する

よう要請すること

・ （３）に掲げる取組により、各独立行政法人における「随意契約見直し計画」の着実な実施を図ること。



割合 割合

国立公文書館 15.55 11.66 3.89 25% 14.56 0.99 6%

国民生活センター 16.28 3.96 12.36 76% 16.03 0.25 2%

北方領土問題対策協会 0.64 0.21 0.43 67% 0.21 0.43 67%

沖縄科学技術研究基盤整備機構 48.57 25.72 22.85 47% 39.27 9.30 19%

情報通信研究機構 356.33 233.33 122.00 34% 344.33 12.00 3%

統計センター 10.70 5.06 5.64 53% 10.28 0.42 4%

平和祈念事業特別基金 11.90 4.20 7.70 65% 5.00 6.90 58%

国際協力機構 738.22 504.16 234.05 32% 608.31 129.90 18%

国際交流基金 39.27 9.91 29.35 75% 24.67 14.60 37%

酒類総合研究所 2.34 1.74 0.60 26% 2.33 0.01 0%

造幣局 107.55 93.95 13.70 13% 95.45 12.10 11%

国立印刷局 278.64 155.94 123.00 44% 220.64 58.00 21%

通関情報処理センター 257.95 256.26 1.69 1% 257.69 0.26 0%

日本万国博覧会記念機構 17.30 11.30 6.00 35% 17.30 0.00 0%

国立特別支援教育総合研究所 2.29 0.90 1.39 61% 2.03 0.26 11%

大学入試センター 55.65 20.07 35.58 64% 22.47 33.18 60%

国立青少年教育振興機構 40.95 20.67 20.28 50% 36.43 4.52 11%

国立女性教育会館 2.73 1.28 1.45 53% 1.92 0.81 30%

国立国語研究所 2.12 0.49 1.62 76% 1.52 0.60 28%

国立科学博物館 14.85 4.50 10.35 70% 5.92 8.93 60%

物質・材料研究機構 65.20 30.67 34.53 53% 56.16 9.04 14%

防災科学技術研究所 128.91 25.21 103.60 80% 123.91 5.00 4%

放射線医学総合研究所 102.24 42.82 59.42 58% 96.10 6.14 6%

国立美術館 41.68 13.31 28.30 68% 20.88 20.80 50%

国立文化財機構 43.02 16.35 26.67 62% 33.14 9.88 23%

教員研修センター 12.99 8.89 4.10 32% 10.10 2.89 22%

科学技術振興機構 685.48 420.48 264.00 39% 647.48 38.00 6%

日本学術振興会 11.26 1.19 10.06 89% 5.50 5.76 51%

理化学研究所 419.59 129.59 291.00 69% 377.59 42.00 10%

宇宙航空研究開発機構 1,400.70 410.70 989.00 71% 768.70 632.00 45%

日本スポーツ振興センター 121.14 100.84 20.40 17% 109.84 11.30 9%

日本芸術文化振興会 107.54 24.08 83.46 78% 29.18 78.36 73%

日本学生支援機構 47.51 19.64 27.87 59% 29.51 18.00 38%

海洋研究開発機構 325.95 82.27 243.68 75% 308.02 17.93 6%

国立高等専門学校機構 121.48 79.23 42.25 35% 101.74 19.74 16%

大学評価・学位授与機構 3.95 1.83 2.12 54% 3.46 0.49 12%

国立大学財務・経営センター 4.26 2.25 2.01 47% 4.08 0.18 4%

メディア教育開発センター 9.34 3.54 5.80 62% 9.30 0.04 0%

日本原子力研究開発機構 971.53 399.80 571.73 59% 770.64 200.89 21%

国立健康・栄養研究所 0.95 0.50 0.45 47% 0.76 0.19 20%

労働安全衛生総合研究所 11.91 9.77 1.98 17% 11.32 0.59 5%

勤労者退職金共済機構 33.85 5.82 28.04 83% 30.61 3.24 10%

高齢・障害者雇用支援機構 119.35 17.11 102.24 86% 41.92 77.43 65%

福祉医療機構 30.59 3.13 27.46 90% 30.07 0.52 2%

国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 3.60 1.33 2.27 63% 1.81 1.79 50%

労働政策研究・研修機構 9.95 6.38 3.56 36% 9.55 0.40 4%

雇用・能力開発機構 816.69 154.19 662.50 81% 398.27 418.42 51%

労働者健康福祉機構 1,088.77 307.77 782.00 72% 1,001.77 87.00 8%

国立病院機構 2,049.43 1,513.43 536.00 26% 1,781.43 268.00 13%

医薬品医療機器総合機構 26.55 8.11 18.44 69% 15.01 11.54 43%

医薬基盤研究所 127.93 102.02 25.91 20% 109.40 18.53 14%

年金・健康保険福祉施設整理機構 5.89 2.44 3.44 58% 5.54 0.35 6%

年金積立金管理運用独立行政法人 11.54 0.41 11.13 96% 8.95 2.59 22%

随意契約の見直し計画（金額）
１８年度実績

合　計 競争性のない
随意契約

見直し後

競争性のない
随意契約

一般競争等一般競争等
独立行政法人

文部科
学省

外務省

府省

内閣府

総務省

厚生労
働省

財務省

(単位：億円）精 査 中 資料１－２



割合 割合

１８年度実績

合　計 競争性のない
随意契約

見直し後

競争性のない
随意契約

一般競争等一般競争等
独立行政法人府省

農林水産消費安全技術センター 26.69 22.77 3.92 15% 26.59 0.10 0%

種苗管理センター 3.80 2.66 1.14 30% 3.71 0.09 2%

家畜改良センター 12.73 3.62 9.11 72% 11.35 1.39 11%

水産大学校 5.31 3.62 1.68 32% 5.01 0.30 6%

農業・食品産業技術総合研究機構 182.35 114.13 68.22 37% 167.82 14.53 8%

農業生物資源研究所 67.75 30.10 37.64 56% 54.35 13.40 20%

農業環境技術研究所 10.01 2.15 7.87 79% 9.30 0.71 7%

国際農林水産業研究センター 3.57 1.22 2.35 66% 3.20 0.37 10%

森林総合研究所 27.74 9.00 18.74 68% 18.38 9.37 34%

水産総合研究センター 87.92 17.87 70.05 80% 71.08 16.84 19%

農畜産業振興機構 65.20 57.59 7.60 12% 60.37 4.83 7%

農業者年金基金 6.12 1.32 4.80 78% 4.32 1.80 29%

農林漁業信用基金 0.38 0.06 0.32 84% 0.26 0.12 32%

緑資源機構 291.25 285.15 6.10 2% 290.48 0.77 0%

経済産業研究所 6.10 1.24 4.87 80% 5.02 1.09 18%

工業所有権情報・研修館 106.00 5.00 101.10 95% 105.70 0.30 0%

日本貿易保険 38.84 0.64 38.20 98% 37.54 1.30 3%

産業技術総合研究所 367.90 126.90 241.00 66% 324.90 42.00 11%

製品評価技術基盤機構 35.29 28.29 8.00 23% 32.29 3.00 9%

新エネルギー・産業技術総合開発機構 1,156.14 1,040.14 117.00 10% 1,155.14 1.00 0%

日本貿易振興機構 87.57 43.97 43.60 50% 79.07 8.50 10%

原子力安全基盤機構 177.87 93.87 84.00 47% 170.87 7.00 4%

情報処理推進機構 53.98 30.98 23.00 43% 45.08 8.90 16%

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 1,349.95 415.95 934.00 69% 1,218.95 131.00 10%

中小企業基盤整備機構 165.74 83.64 82.00 49% 138.64 27.10 16%

土木研究所 43.70 36.27 7.43 17% 42.39 1.31 3%

建築研究所 6.77 3.00 3.77 56% 6.58 0.20 3%

交通安全環境研究所 20.94 6.61 14.33 68% 20.30 0.64 3%

海上技術安全研究所 32.56 24.93 7.64 23% 30.88 1.68 5%

港湾空港技術研究所 19.43 10.30 9.13 47% 18.61 0.82 4%

電子航法研究所 10.19 3.78 6.42 63% 10.05 0.15 1%

航海訓練所 17.24 11.25 5.99 35% 14.04 3.20 19%

海技教育機構 4.80 3.41 1.39 29% 3.92 0.88 18%

航空大学校 12.66 10.87 1.79 14% 12.39 0.27 2%

自動車検査独立行政法人 36.76 14.78 21.99 60% 29.20 7.56 21%

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 1,747.16 1,153.90 593.26 34% 1,232.11 515.05 29%

国際観光振興機構 4.55 0.77 3.78 83% 2.09 2.46 54%

水資源機構 473.71 345.01 128.70 27% 380.46 93.25 20%

自動車事故対策機構 50.11 13.18 36.93 74% 18.95 31.16 62%

空港周辺整備機構 8.73 3.32 5.41 62% 3.92 4.81 55%

海上災害防止センター 5.98 0.75 5.23 87% 5.70 0.27 5%

都市再生機構 3,397.05 2,115.07 1,281.97 38% 2,612.81 784.24 23%

奄美群島振興開発基金 0.13 0.06 0.07 54% 0.09 0.04 31%

日本高速道路保有・債務返済機構 97.32 37.33 59.98 62% 94.90 2.42 2%

住宅金融支援機構 387.71 55.31 332.40 86% 374.04 13.68 4%

国立環境研究所 94.42 43.86 50.56 54% 76.82 17.60 19%

環境再生保全機構 10.45 5.90 4.55 44% 9.22 1.23 12%

防衛省 駐留軍等労働者労務管理機構 7.74 3.87 3.87 50% 5.75 1.99 26%

21,806.91 11,635.82 10,172.25 17,722.74 4,083.21

100.0% 53.4% 46.6% 81.3% 18.7%

(注1) 平成18年度に締結した支出原因契約（少額随意契約は除く。）の金額。
(注2) 見直し後の金額は、18年度実績ベース。
(注3) 競争性のある契約方式には、事務・事業の取り止め等を含む。
(注4) 係数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。
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割合 割合

国立公文書館 85 31 54 64% 74 11 13%

国民生活センター 78 32 46 59% 75 3 4%

北方領土問題対策協会 7 5 2 29% 5 2 29%

沖縄科学技術研究基盤整備機構 235 42 193 82% 223 12 5%

情報通信研究機構 1,835 450 1,385 75% 1,784 51 3%

統計センター 68 38 30 44% 65 3 4%

平和祈念事業特別基金 71 21 50 70% 32 39 55%

国際協力機構 4,990 2,367 2,623 53% 3,172 1,818 36%

国際交流基金 336 79 257 76% 223 113 34%

酒類総合研究所 56 22 34 61% 55 1 2%

造幣局 374 261 113 30% 323 51 14%

国立印刷局 1,469 413 1,056 72% 1,292 177 12%

通関情報処理センター 47 32 15 32% 45 2 4%

日本万国博覧会記念機構 85 54 31 36% 84 1 1%

国立特別支援教育総合研究所 34 8 26 76% 24 10 29%

大学入試センター 229 31 198 86% 95 134 59%

国立青少年教育振興機構 409 90 319 78% 362 47 11%

国立女性教育会館 100 6 94 94% 45 55 55%

国立国語研究所 62 8 54 87% 43 19 31%

国立科学博物館 393 25 368 94% 79 314 80%

物質・材料研究機構 991 159 832 84% 893 98 10%

防災科学技術研究所 532 88 444 83% 480 52 10%

放射線医学総合研究所 870 163 707 81% 833 37 4%

国立美術館 462 61 401 87% 256 206 45%

国立文化財機構 584 78 506 87% 462 122 21%

教員研修センター 148 89 59 40% 120 28 19%

科学技術振興機構 6,965 3,585 3,380 49% 6,684 281 4%

日本学術振興会 160 6 154 96% 110 50 31%

理化学研究所 2,619 498 2,121 81% 2,168 451 17%

宇宙航空研究開発機構 5,608 823 4,785 85% 4,219 1,389 25%

日本スポーツ振興センター 212 116 96 45% 173 39 18%

日本芸術文化振興会 344 121 223 65% 229 115 33%

日本学生支援機構 334 108 226 68% 249 85 25%

海洋研究開発機構 824 118 706 86% 727 97 12%

国立高等専門学校機構 1,860 641 1,219 66% 1,295 565 30%

大学評価・学位授与機構 113 33 80 71% 52 61 54%

国立大学財務・経営センター 79 14 65 82% 67 12 15%

メディア教育開発センター 154 23 131 85% 153 1 1%

日本原子力研究開発機構 6,859 1,872 4,987 73% 5,219 1,640 24%

国立健康・栄養研究所 29 14 15 52% 21 8 28%

労働安全衛生総合研究所 118 55 63 53% 92 26 22%

勤労者退職金共済機構 253 41 212 84% 225 28 11%

高齢・障害者雇用支援機構 459 126 333 73% 378 81 18%

福祉医療機構 76 22 54 71% 70 6 8%

国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 45 9 36 80% 14 31 69%

労働政策研究・研修機構 145 83 62 43% 132 13 9%

雇用・能力開発機構 7,376 1,081 6,295 85% 6,934 442 6%

労働者健康福祉機構 3,976 1,283 2,693 68% 3,558 418 11%

国立病院機構 10,286 6,686 3,600 35% 8,758 1,528 15%

医薬品医療機器総合機構 122 33 89 73% 100 22 18%

医薬基盤研究所 374 258 116 31% 287 87 23%

年金・健康保険福祉施設整理機構 82 21 61 74% 72 10 12%

年金積立金管理運用独立行政法人 75 8 67 89% 62 13 17%

内閣府

競争性のない
随意契約

一般競争
等

総務省

外務省

財務省

文部科
学省

厚生労
働省

随意契約の見直し計画（件数）

府省 独立行政法人

１８年度実績 見直し後

合　計 一般競争
等

競争性のない
随意契約

(単位：件）精 査 中



割合 割合
競争性のない
随意契約

一般競争
等

府省 独立行政法人

１８年度実績 見直し後

合　計 一般競争
等

競争性のない
随意契約

農林水産消費安全技術センター 147 35 112 76% 141 6 4%

種苗管理センター 54 35 19 35% 52 2 4%

家畜改良センター 221 38 183 83% 186 35 16%

水産大学校 96 28 68 71% 87 9 9%

農業・食品産業技術総合研究機構 2,650 728 1,922 73% 2,213 437 16%

農業生物資源研究所 595 52 543 91% 475 120 20%

農業環境技術研究所 193 9 184 95% 172 21 11%

国際農林水産業研究センター 113 16 97 86% 95 18 16%

森林総合研究所 521 36 485 93% 272 249 48%

水産総合研究センター 1,182 151 1,031 87% 886 296 25%

農畜産業振興機構 132 73 59 45% 120 12 9%

農業者年金基金 35 14 21 60% 21 14 40%

農林漁業信用基金 11 2 9 82% 10 1 9%

緑資源機構 629 526 103 16% 590 39 6%

経済産業研究所 87 13 74 85% 81 6 7%

工業所有権情報・研修館 106 49 57 54% 99 7 7%

日本貿易保険 36 2 34 94% 33 3 8%

産業技術総合研究所 4,902 575 4,327 88% 4,519 383 8%

製品評価技術基盤機構 358 169 189 53% 321 37 10%

新エネルギー・産業技術総合開発機構 1,752 1,346 406 23% 1,745 7 0%

日本貿易振興機構 720 306 414 58% 580 140 19%

原子力安全基盤機構 842 445 397 47% 796 46 5%

情報処理推進機構 640 336 304 48% 561 79 12%

石油天然ガス・金属鉱物資源機構 1,165 210 955 82% 769 396 34%

中小企業基盤整備機構 1,236 314 922 75% 1,055 181 15%

土木研究所 651 559 92 14% 628 23 4%

建築研究所 144 51 93 65% 136 8 6%

交通安全環境研究所 274 66 208 76% 267 7 3%

海上技術安全研究所 218 70 148 68% 202 16 7%

港湾空港技術研究所 275 155 120 44% 266 9 3%

電子航法研究所 132 55 77 58% 128 4 3%

航海訓練所 84 53 31 37% 76 8 10%

海技教育機構 60 13 47 78% 35 25 42%

航空大学校 62 34 28 45% 56 6 10%

自動車検査独立行政法人 350 75 275 79% 248 102 29%

鉄道建設・運輸施設整備支援機構 2,047 733 1,314 64% 1,430 617 30%

国際観光振興機構 60 26 34 57% 50 10 17%

水資源機構 2,159 1,643 516 24% 1,926 233 11%

自動車事故対策機構 192 49 143 74% 107 85 44%

空港周辺整備機構 52 26 26 50% 44 8 15%

海上災害防止センター 99 10 89 90% 87 12 12%

都市再生機構 8,983 4,974 4,009 45% 6,358 2,625 29%

奄美群島振興開発基金 6 1 5 83% 2 4 67%

日本高速道路保有・債務返済機構 112 32 80 71% 96 16 14%

住宅金融支援機構 1,418 237 1,181 83% 1,224 194 14%

国立環境研究所 847 51 796 94% 615 232 27%

環境再生保全機構 156 79 77 49% 130 26 17%

防衛省 駐留軍等労働者労務管理機構 79 52 27 34% 71 8 10%

100,980 36,883 64,097 83,253 17,727

100.0% 36.5% 63.5% 82.4% 17.6%
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(注1) 平成18年度に締結した支出原因契約（少額随意契約は除く。）の件数。
(注2) 見直し後の件数は、18年度実績ベース。
(注3) 競争性のある契約方式には、事務・事業の取り止め等を含む。


